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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　照射対象物に光を照射するための光照射装置であって、
　光を出力する光源と、
　二次元配列された複数の領域を含む位相変調面を有し、フレネル型キノフォームを前記
位相変調面に表示することにより、前記複数の領域毎に前記光源から出力された光の位相
を変調して、変調光を出射する空間光変調器と、
　前記空間光変調器の前記位相変調面と光学的に結合された第１のレンズ、及び前記第１
のレンズと前記照射対象物との間に光学的に結合された第２のレンズを有し、前記位相変
調面と前記照射対象物とを光学的に結合する両側テレセントリック光学系とを備え、
　前記位相変調面と前記第１のレンズとの光学距離が前記第１のレンズの焦点距離と等し
いことを特徴とする、光照射装置。
【請求項２】
　前記フレネル型キノフォームが、前記第１のレンズに向けて前記変調光を縮径させるキ
ノフォームを含むことを特徴とする、請求項１に記載の光照射装置。
【請求項３】
　前記フレネル型キノフォームが、前記第１のレンズに向けて前記変調光を拡径させるキ
ノフォームを含むことを特徴とする、請求項１に記載の光照射装置。
【請求項４】
　前記フレネル型キノフォームは、前記照射対象物における前記変調光の形状を、円形状
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、矩形状、又は直線状とするキノフォームであることを特徴とする、請求項１～３のいず
れか一項に記載の光照射装置。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の光照射装置と、
　前記照射対象物に関する光像を撮像する画像取得用センサを有する観察光学系と、
を備えることを特徴とする、顕微鏡装置。
【請求項６】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の光照射装置を備え、
　前記光源はレーザ光を出力することを特徴とする、レーザ加工装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光照射装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　非特許文献１には、微細構造を高速に並列加工するための、多重化したフレネルレンズ
を含むホログラフィーを用いたフェムト秒レーザー加工方法が記載されている。図１２は
、この文献に記載された装置の一部の構成を示す図である。図１２に示されるように、こ
の装置は、読み出し光の位相を変調する空間光変調器１０２と、位相変調された変調光Ｌ
ａを集光するテレセントリック光学系１０４とを備えている。テレセントリック光学系１
０４は２つのレンズ１０６及び１０８を有しており、空間光変調器１０２から出力された
変調光Ｌａは、空間光変調器１０２と初段のレンズ１０６との間において一旦収束され、
集光点Ｐ１を形成する。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】Satoshi Hasegawa, Yoshio Hayasaki, and Nobuo Nishida, “Holograp
hicfemtosecond laser processing with multiplexed phase Fresnel lenses”, Optics 
Letters,Vol. 31, No. 11, June 1, 2006
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　非特許文献１に記載された装置では、集光点Ｐ１において所望の強度分布を有する変調
光Ｌａが得られるように、多重化したフレネルレンズパターンを空間光変調器１０２に表
示させている。そして、集光点Ｐ１における変調光Ｌａの強度分布を、テレセントリック
光学系１０４を介してターゲット面Ｆ１に転写している。しかしながら、このような方式
には次のような問題がある。すなわち、集光点Ｐ１において変調光Ｌａを一旦収束させて
いるため、レンズ１０８から出力される変調光Ｌａの集光点Ｐ２の光軸方向における可変
範囲は、レンズ１０８の焦点深度程度であり、極めて小さい。したがって、光軸方向にお
ける変調光Ｌａの照射位置を可変とするためには、テレセントリック光学系１０４や照射
対象物を光軸方向に移動させる必要があり、装置の構造が複雑になってしまう。
【０００５】
　本発明は、このような問題点に鑑みてなされたものであり、光軸方向における変調光の
照射位置を容易に変化させることが可能な光照射装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述した課題を解決するために、本発明による光照射装置は、照射対象物に光を照射す
るための光照射装置であって、光を出力する光源と、二次元配列された複数の領域を含む
位相変調面を有し、フレネル型キノフォームを位相変調面に表示することにより、複数の
領域毎に光源から出力された光の位相を変調して、変調光を出射する空間光変調器と、空
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間光変調器の位相変調面と光学的に結合された第１のレンズ、及び第１のレンズと照射対
象物との間に光学的に結合された第２のレンズを有し、位相変調面と照射対象物とを光学
的に結合する両側テレセントリック光学系とを備え、位相変調面と第１のレンズとの光学
距離が第１のレンズの焦点距離と等しいことを特徴とする。
【０００７】
　また、光照射装置は、フレネル型キノフォームが、第１のレンズに向けて変調光を縮径
させるキノフォームを含むことを特徴としてもよい。或いは、光照射装置は、フレネル型
キノフォームが、第１のレンズに向けて変調光を拡径させるキノフォームを含むことを特
徴としてもよい。
【０００８】
　また、光照射装置は、フレネル型キノフォームが、照射対象物における変調光の形状を
、円形状、矩形状、又は直線状とするキノフォームであることを特徴としてもよい。
　また、本発明による顕微鏡装置は、上記いずれかの光照射装置と、照射対象物に関する
光像を撮像する画像取得用センサを有する観察光学系と、を備えることを特徴とする。
　また、本発明によるレーザ加工装置は、上記いずれかの光照射装置を備え、光源はレー
ザ光を出力することを特徴とする。
 
【発明の効果】
【０００９】
　本発明による光照射装置によれば、光軸方向における変調光の照射位置を容易に変化さ
せることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施形態に係る光照射装置の構成を示す図である。
【図２】空間光変調器の一例として、ＬＣＯＳ型の空間光変調器を概略的に示す断面図で
ある。
【図３】（ａ）一実施形態の計算方法により算出されたフレネル型キノフォームの例を示
す画像である。（ｂ）そのキノフォームによって照射対象物に照射される変調光の形状を
示す図である。
【図４】（ａ）一実施形態の計算方法により算出されたフレネル型キノフォームの例を示
す画像である。（ｂ）そのキノフォームによって照射対象物に照射される変調光の形状を
示す図である。
【図５】（ａ）一実施形態の計算方法により算出されたフレネル型キノフォームの例を示
す画像である。（ｂ）そのキノフォームによって照射対象物に照射される変調光の形状を
示す図である。
【図６】照射対象物に対して変調光を立体的に照射している様子を概念的に示す図である
。
【図７】位相変調面から出射される変調光が光学系によって集光される様子を示す図であ
る。
【図８】第１変形例としての光照射装置の構成を示す図である。
【図９】第２変形例としての光照射装置の構成を示す図である。
【図１０】第３変形例としての光照射装置の構成を示す図である。
【図１１】第４変形例としての光照射装置の構成を示す図である。
【図１２】非特許文献１に記載された装置の一部の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、添付図面を参照しながら本発明による光照射装置の実施の形態を詳細に説明する
。なお、図面の説明において同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する
。
【００１２】
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　図１は、本発明の一実施形態に係る光照射装置１Ａの構成を示す図である。本実施形態
の光照射装置１Ａは、光学顕微鏡において観察対象物Ｂ（以下、照射対象物という）を照
らすための照明装置である。図１に示されるように、本実施形態の光照射装置１Ａは、読
み出し光源１０と、前段光学系１２と、空間光変調器（Spatial Light Modulator；ＳＬ
Ｍ）２０と、両側テレセントリック光学系３０Ａ（以下、単に光学系３０Ａという）と、
制御部４０と、照射対象物Ｂを支持するステージ５０とを備えている。
【００１３】
　読み出し光源１０は、所定波長の読み出し光Ｌ１を出力する。読み出し光Ｌ１は、単色
且つ或る程度のコヒーレンシーを有することが好ましく、例えばレーザ光である。また、
読み出し光Ｌ１としては、ＬＥＤからの光などのコヒーレント性が低い光でもよいが、読
み出し光Ｌ１に複数の波長成分が含まれる場合、色補正レンズなどによる補正が必要にな
る場合がある。
【００１４】
　前段光学系１２は、読み出し光源１０と光学的に結合されており、読み出し光源１０か
ら出力された読み出し光Ｌ１を、空間光変調器２０へ導く。前段光学系１２は、例えばビ
ームエキスパンダや空間フィルタなどの光学系を含むことができる。また、前段光学系１
２は、例えばビームスプリッタ、波長板、偏光子、及びレンズといった種々の光学部品を
含むことができる。
【００１５】
　空間光変調器２０は、二次元配列された複数の領域を含む位相変調面２０ａを有し、そ
の複数の領域毎に読み出し光Ｌ１の位相を変調することにより、変調光Ｌ２を生成する。
位相変調面２０ａには、制御部４０から提供される制御信号に応じて、フレネル型キノフ
ォームが表示される。なお、キノフォームとは、位相の空間情報を意味する。空間光変調
器２０は、変調光Ｌ２を、光学系３０Ａに提供する。なお、フレネル型キノフォームの算
出方法については後述する。
【００１６】
　光学系３０Ａは、前段レンズ３１（第１のレンズ）及び後段レンズ３２（第２のレンズ
）を有している。前段レンズ３１は、凸レンズであって、空間光変調器２０の位相変調面
２０ａと光学的に結合されている。また、後段レンズ３２は、いわゆる対物レンズであり
、前段レンズ３１と照射対象物Ｂとの間に配置され、一方の面が前段レンズ３１と光学的
に結合され、他方の面が照射対象物Ｂと光学的に結合されている。なお、後段レンズ３２
は凸レンズであってもよい。光学系３０Ａは、このような構成を有することにより、位相
変調面２０ａと照射対象物Ｂとを光学的に結合する。
【００１７】
　図２は、本実施形態の空間光変調器２０の一例として、ＬＣＯＳ型の空間光変調器を概
略的に示す断面図であって、読み出し光Ｌ１の光軸に沿った断面を示している。この空間
光変調器２０は、透明基板２１、シリコン基板２２、複数の画素電極２３、液晶層２４、
透明電極２５、配向膜２６ａ及び２６ｂ、誘電体ミラー２７、並びにスペーサ２８を備え
ている。透明基板２１は、読み出し光Ｌ１を透過する材料からなり、シリコン基板２２の
主面に沿って配置される。複数の画素電極２３は、シリコン基板２２の主面上において二
次元格子状に配列され、空間光変調器２０の各画素を構成する。透明電極２５は、複数の
画素電極２３と対向する透明基板２１の面上に配置される。液晶層２４は、複数の画素電
極２３と透明電極２５との間に配置される。配向膜２６ａは液晶層２４と透明電極２５と
の間に配置され、配向膜２６ｂは液晶層２４と複数の画素電極２３との間に配置される。
誘電体ミラー２７は配向膜２６ｂと複数の画素電極２３との間に配置される。誘電体ミラ
ー２７は、透明基板２１から入射して液晶層２４を透過した読み出し光Ｌ１を反射して、
再び透明基板２１から出射させる。
【００１８】
　また、空間光変調器２０は、複数の画素電極２３と透明電極２５との間に印加される電
圧を制御する画素電極回路（アクティブマトリクス駆動回路）２９を更に備えている。画
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素電極回路２９から何れかの画素電極２３に電圧が印加されると、該画素電極２３と透明
電極２５との間に生じた電界の大きさに応じて、該画素電極２３上の液晶層２４の屈折率
が変化する。したがって、液晶層２４の当該部分を透過する読み出し光Ｌ１の光路長が変
化し、ひいては、読み出し光Ｌ１の位相が変化する。そして、複数の画素電極２３に様々
な大きさの電圧を印加することによって、位相変調量の空間的な分布を電気的に書き込む
ことができ、必要に応じて様々なキノフォームを表示することができる。
【００１９】
　なお、空間光変調器２０は、図２に示されたような電気アドレス型の液晶素子に限られ
ず、例えば光アドレス型の液晶素子や、可変鏡型の光変調器であってもよい。また、図２
には反射型の空間光変調器２０が示されているが、本実施形態の空間光変調器２０は透過
型であってもよい。
【００２０】
　以下、空間光変調器２０に表示されるフレネル型キノフォームの算出方法の例として、
逆伝搬による計算方法について説明する。
【００２１】
　本実施形態では、空間光変調器２０によって変調された変調光Ｌ２の再生像面が、照射
対象物Ｂと重なるように設定される。この再生像面における変調光Ｌ２のパターン（ター
ゲットパターン）がＭ個（但しＭは２以上の整数）の点光源によって構成されていると仮
定すると、位相変調面２０ａにおけるホログラム面は、各点光源からの波面伝搬関数の総
和として扱うことができる。そして、再生像面における各点光源の座標を（ｘｍ，ｘｍ）
（但し、ｍ＝０，１，・・・，Ｍ－１）とすると、ホログラム面の各画素の座標（ｘａ，
ｙｂ）（但し、ａ，ｂ＝０，１，・・・，Ｎ－１、Ｎはｘ方向及びｙ方向における画素数
）における各点光源の波面伝搬関数ｕｍ（ｘａ，ｙｂ）は、次の数式（１）のように表さ
れる。
【数１】

但し、ｉは虚数単位であり、ｋは波数（＝２π／λ、λは変調光Ｌ２の波長）であり、ｚ
は再生像面とホログラム面との距離であり、Ａｍは複素振幅成分（すなわち光の強さ）で
あり、θｍは位相成分であり、δは各画素での初期位相である。また、ｒｍは次の数式（
２）
【数２】

により定義される数値であって、再生像面内の各点光源からホログラム面の各画素までの
距離を表している。
【００２２】
　本方法では、Ｍ個の点光源に関する波面伝搬関数ｕｍの総和ｕｔｏｔａｌ（ｘａ，ｙｂ

）を次の数式（３）によって求める。
【数３】

そして、この総和ｕｔｏｔａｌ（ｘａ，ｙｂ）から位相成分を抽出することにより、計算
機合成ホログラム（Computer Generated Hologram；ＣＧＨ）を作成する。なお、ここで
位相成分を抽出するのは、空間光変調器２０が位相変調型の空間光変調器であることから
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、波面伝搬関数ｕｍに含まれる振幅情報を無視するためである。また、この計算の際、位
相折り畳みの折り返し線がナイキスト周波数を越えないように、すなわち波面伝搬関数ｕ

ｍの位相項ｅｘｐ（－ｉθｍ）において、隣接する画素との位相差がπ（ｒａｄ）を越え
ないように、波面伝搬関数ｕｍの関数領域を制限する必要がある。
【００２３】
　図３～図５は、（ａ）上記の計算方法により算出されたフレネル型キノフォームを示す
画像と、（ｂ）そのキノフォームによって照射対象物Ｂに照射される変調光Ｌ２の形状（
光軸に垂直な断面形状）を示す図である。図３は、照射対象物Ｂにおける変調光の形状が
矩形状である場合を示している。図４は、照射対象物Ｂにおける変調光の形状が円形状で
ある場合を示している。図５は、照射対象物Ｂにおける変調光の形状が、互いに平行な２
本の直線状である場合を示している。
【００２４】
　上記の計算方法によれば、位相変調面２０ａに表示されるフレネル型キノフォームを、
これらのように、照射対象物Ｂにおける変調光Ｌ２の形状を円形状、矩形状、又は直線状
とするキノフォームとすることが可能である。なお、照射対象物Ｂにおける変調光Ｌ２の
形状はこれらに限られず、様々な形状が可能である。
【００２５】
　また、上記の計算方法を用いると、照射対象物Ｂに対して立体的に（三次元的に）変調
光Ｌ２を照射することができるキノフォームも計算可能である。図６は、照射対象物Ｂ（
例えば細胞）に対して変調光Ｌ２を立体的に照射している様子を概念的に示す図である。
図中に示された実線Ｃは、照射対象物Ｂの表面において変調光Ｌ２が照射される部分を表
している。
【００２６】
　なお、上記の計算方法において、再生像面における光強度分布の中心部分の光強度を、
該光強度分布の周囲部分の光強度よりも小さくすることにより、十分な開口数（ＮＡ）を
維持しつつ照射光量を調整することができる。また、計算的もしくは実験的なフィードバ
ックを行う反復法によって、光強度Ａｍの分布を調整してもよい。
【００２７】
　また、上記の計算方法において、開口数（ＮＡ）を、ナイキスト周波数を超えない程度
に変更してもよい。これにより、照射対象物Ｂに照射される変調光Ｌ２の光強度、及び集
光点の大きさを任意に変更することができる。
【００２８】
　また、上記の計算方法における数式の中に初期値を含めても良いが、次の数式（４）に
よって算出される初期位相θｍ’を、キノフォーム算出後に加算してもよい。
【数４】

なお、この初期位相θｍ’は、収差補正、ビーム整形、ビーム拡がりなどを調整するため
のものであってもよい。
【００２９】
　また、上記の計算方法において、変調光Ｌ２の波長（設計波長）は、空間光変調器２０
が変調し得る範囲に含まれる波長であればよく、他の要件によっては何ら制限されない。
【００３０】
　また、上記の計算方法において使用される読み出し光Ｌ１の強度の値は、理論値及び実
験値の何れでもよい。但し、読み出し光Ｌ１の光軸に垂直な断面における強度分布は、均
一に近いことが望ましい。読み出し光Ｌ１の強度分布が均一ではない場合には、読み出し
光Ｌ１の強度分布情報を含めた計算によりキノフォームを設計する必要がある。このとき
の読み出し光Ｌ１の強度分布は、位相変調面２０ａと共役な面において取得された強度分
布であることが望ましい。
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【００３１】
　なお、位相変調面２０ａに表示されるキノフォームは、上述した逆伝搬による計算方法
以外にも、様々な方法により算出されることができる。例えば、一般的な反復法（例えば
ＧＳ法）などにフレネル回折を適用した計算方法を用いて、キノフォームを計算してもよ
い。
【００３２】
　続いて、位相変調面２０ａに表示されるフレネル型キノフォームおよび光学系３０Ａの
構成について、詳細に説明する。図７（ａ）～図７（ｃ）は、位相変調面２０ａから出射
される変調光Ｌ２が光学系３０Ａによって集光される様子を示す図である。本実施形態に
おいて、位相変調面２０ａと前段レンズ３１との光学距離ｄ１は、前段レンズ３１の焦点
距離と実質的に等しい。本実施形態の光学系３０Ａは、このような点において図１２に示
された構成とは相違している。図１２の構成では、空間光変調器１０２の位相変調面とレ
ンズ１０６との距離は、位相変調面に表示されるフレネルレンズの焦点距離ｄと、レンズ
１０６の焦点距離ｆａとの和となる。
【００３３】
　本実施形態において、位相変調面２０ａに表示されるフレネル型キノフォームは、前段
レンズ３１に向けて変調光Ｌ２を縮径させる（集光する）キノフォームを含むことができ
る。図７（ａ）及び図７（ｂ）は、前段レンズ３１に向けて縮径される変調光Ｌ２を示し
ている。図７（ａ）に示される形態では、フレネル型キノフォームによる焦点距離は、位
相変調面２０ａと前段レンズ３１との光学距離ｄ１よりも長い。また、図７（ｂ）に示さ
れる形態では、フレネル型キノフォームによる焦点距離は、位相変調面２０ａと前段レン
ズ３１との光学距離ｄ１よりも短い。
【００３４】
　また、本実施形態において、位相変調面２０ａに表示されるフレネル型キノフォームは
、前段レンズ３１に向けてレーザ光を拡径させるキノフォームを含んでもよい。図７（ｃ
）は、前段レンズ３１に向けて拡径される変調光Ｌ２を示している。なお、比較のため、
図７（ａ）～図７（ｃ）には、位相変調面２０ａから平行光として出射された変調光Ｌ３
の輪郭が破線で示されている。
【００３５】
　図７（ａ）～図７（ｃ）に示されるように、位相変調面２０ａから出射される変調光Ｌ
２の形態によって、光軸方向における集光点Ｐ０の位置が変化する。すなわち、集光点Ｐ
０と後段レンズ３２の焦平面Ｆとの距離Δｚは、位相変調面２０ａに表示されるフレネル
型キノフォームによって決定される。
【００３６】
　照射対象物Ｂを照明する際、集光点が大きく照射領域が広い場合には、このような光学
系３０Ａは省略されることも可能であるが、顕微鏡での光照射においては、集光点を小さ
くし、且つ狭い領域に効率良く集光させる必要がある。しかし、位相変調型の空間光変調
器２０のみでは、その位相分解能及び空間分解能が十分ではない場合があり、そのような
場合には十分に小さな集光点を生成することが難しい。したがって、高い開口数（ＮＡ）
を有するレンズを用いて光学系３０Ａを構成することが望ましい。
【００３７】
　そして、このような場合、ケプラー型アフォーカル光学系（４ｆ光学系）を用い、且つ
、この光学系の後段レンズを対物レンズとすることが望ましい。本実施形態の光学系３０
Ａはケプラー型アフォーカル系を成しており、前段レンズ３１と後段レンズ３２との光学
距離ｄ２が、前段レンズ３１の焦点距離ｆ１と後段レンズ３２の焦点距離ｆ２との和（ｆ

１＋ｆ２）と実質的に等しい。また、このような光学系３０Ａは両側テレセントリックな
光学系であるため、対物レンズ（後段レンズ３２）の焦平面は、空間光変調器２０の位相
変調面２０ａと共役な関係にある。なお、フーリエ光学系の０次光成分はバックグラウン
ドノイズとして残留するが、本実施形態の光学系３０Ａでは、このようなノイズは集光点
に比べて無視できる程度に小さい。
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【００３８】
　ここで、４ｆ光学系の縮小倍率Ｍは、次の数式（５）によって求められる。
【数５】

空間光変調器２０から共役面までの距離Ｌは

【数６】

であるため、これらの数式（５）及び（６）に基づいて、最適な前段レンズ３１及び後段
レンズ３２の組み合わせを決定することができ、光学系の最適化を図ることができる。
【００３９】
　一方、光軸方向における集光点の位置は、キノフォーム設計値及び縮小倍率Ｍによって
一義的に決定される。すなわち、キノフォームの設計焦点距離をｚとすると、集光点は、
後段レンズ３２の焦平面からΔｚ（＝ｚ×Ｍ）の距離に位置することとなる（図７（ａ）
～図７（ｃ）を参照）。この関係は、ｚが負である場合であっても同様に成り立つ。
【００４０】
　なお、後段レンズ３２と位相変調面２０ａとの間隔が変化しても上記の関係は成り立つ
が、この間隔が大きく変化する場合には、合成焦点距離の計算を含めてΔｚを求めること
が好ましい。これは、光学系３０Ａがケプラー型アフォーカル系を構成する場合であって
も同様である。このようなΔｚは、例えば次のようにして求められる。位相変調面２０ａ
に表示されるフレネル型キノフォームの焦点距離をｆSLM、前段レンズ３１の焦点距離を
ｆ１、後段レンズ３２の焦点距離をｆ２、位相変調面２０ａと前段レンズ３１との距離を
ｆ１、前段レンズ３１と後段レンズ３２との距離をｆ１＋ｆ２とすると、フレネル型キノ
フォームと前段レンズ３１との合成焦点距離ｆ’は、次の数式（７）によって算出される
。

【数７】

これと同様に、合成焦点距離ｆ’と後段レンズ３２との合成焦点距離ｆは、次の数式（８
）によって算出される。
【数８】

そして、Δｚは次の数式（９）によって算出される。
【数９】

【００４１】
　なお、本実施形態の光学系３０Ａにおいて、前段レンズ３１及び後段レンズ３２は、そ
れぞれが単一のレンズから成ってもよく、また、それぞれが複数のレンズから成ってもよ
い。また、光学系３０Ａは、前段レンズ３１及び後段レンズ３２に加えて、別のレンズを
含んでもよい。その場合、別のレンズの焦点距離を上記の合成焦点距離ｆの計算に含める
とよい。また、光学系３０Ａは、前段レンズ３１及び後段レンズ３２に加えて、レンズ以
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外の光学部品（例えば、ビームスプリッタ、波長板、偏光子、スキャナなど）を、大きな
波面収差が生じない程度に含んでもよい。
【００４２】
　以上に説明した、本実施形態による光照射装置１Ａによって得られる効果について説明
する。前述したように、非特許文献１に記載された装置では、図１２に示されたように、
集光点Ｐ１において変調光Ｌａを一旦収束させているため、レンズ１０８から出力される
変調光Ｌａの集光点Ｐ２の光軸方向における可変範囲は、レンズ１０８の焦点深度程度で
あり、極めて小さい。したがって、光軸方向における変調光Ｌａの照射位置を可変とする
ためには、テレセントリック光学系１０４や照射対象物を光軸方向に移動させる必要があ
り、装置の構造が複雑になってしまう。つまり、空間光変調器１０２に表示されるフレネ
ルレンズの焦点距離をｄ、レンズ１０６の焦点距離をｆａとすると、空間光変調器１０２
とレンズ１０６との距離がｄ＋ｆａとなるように、テレセントリック光学系１０４をステ
ージなどによって移動させなくてはならない。また、レンズ１０８の焦点距離をｆｂとす
ると、レンズ１０８から距離ｆｂを隔てた位置に対象物を配置する必要があるので、テレ
セントリック光学系１０４と同時に対象物の位置をも移動させなくてはならない。
【００４３】
　このような問題点に対し、本実施形態の光照射装置１Ａでは、位相変調面２０ａに表示
されるキノフォームを変更することのみによって、光学系３０Ａを移動させることなく、
光軸方向における変調光Ｌ２の照射位置（すなわち集光点の位置、Δｚ）を変化させるこ
とができる。したがって、この光照射装置１Ａによれば、光軸方向における変調光Ｌ２の
照射位置の変化を、簡易な構成によって容易に行うことができ、装置の小型化が可能とな
る。また、位相変調面２０ａに表示されるキノフォームとしてフレネル型キノフォームを
採用しているので、変調光Ｌ２の照射位置の可変範囲を十分に広くすることができる。ま
た、読み出し光Ｌ１の光強度分布や波長が変動した場合であっても、光学系３０Ａを移動
させることなく、キノフォームの変更のみによって変調光Ｌ２の照射位置を調整すること
ができる。
【００４４】
　また、照射対象物Ｂに照射される変調光Ｌ２の光軸を変更する場合においても、位相変
調面２０ａに表示されるキノフォームを変更することのみによって、光学系３０Ａを移動
させることなく変更することができる。したがって、このような光軸の変更も容易に行う
ことができる。更には、光学系３０Ａを交換することなく、開口数（ＮＡ）を変更するこ
とも容易にできる。また、照射対象物Ｂに照射される変調光Ｌ２の光量の調整も容易であ
る。
【００４５】
　また、この光照射装置１Ａによれば、顕微鏡の拡大倍率を変更するために対物レンズ（
後段レンズ３２）が交換された場合であっても、キノフォームの変更のみによって変調光
Ｌ２の形状を維持することができ、光学系の変更を不要とすることができる。
【００４６】
　また、この光照射装置１Ａによれば、フーリエ型ＣＧＨでは実現困難な、強度均一性の
高い直線などの連続した断面形状を有する照明光を容易に実現することができる。また、
この光照射装置１Ａによれば、同時に照明される照射対象物Ｂの領域は平面的な領域に限
られず、立体的な領域を同時に照明することもできる。
【００４７】
　また、この光照射装置１Ａによれば、位相変調面２０ａに表示されるキノフォームとし
てフレネル型キノフォームを採用しているので、前述したように０次光成分による影響を
抑えることができる。したがって、例えばこの光照射装置１Ａが蛍光顕微鏡に適用される
場合には、退色（Photobleach）を小さく抑えることができる。
【００４８】
　また、この光照射装置１Ａでは、変調光Ｌ２の光強度分布を実験的に計測し、その計測
結果をキノフォームの設計にフィードバックしてもよい。これにより、使用者側の需要に
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適合し且つ汎用性の高い態様での照明が可能となる。なお、変調光Ｌ２の光強度分布を計
測する際には、変調光Ｌ２の集光面と同じ像面を観察可能な位置に計測器を配置するとよ
い。
【００４９】
　また、この光照射装置１Ａでは、読み出し光源１０とは別に参照用光源及び波面センサ
を更に設けることにより、変調光Ｌ２に対して光学的な補償を行ってよい。このとき、波
面センサの検出結果から算出された補償用波面は、上述したキノフォーム算出の際の初期
値として与えられるとよい。
【００５０】
　なお、この光照射装置１Ａは、近年盛んに研究されているＳＩＭ（Structured Illumin
ation Microscopy）への適用も可能である。
【００５１】
　（第１の変形例）
図８は、上記実施形態の第１変形例として、光照射装置１Ｂの構成を示す図である。この
光照射装置１Ｂは、上記実施形態の光学系３０Ａに代えて、光学系３０Ｂを備えている。
なお、光学系３０Ｂを除く他の構成については、上記実施形態と同様である。
【００５２】
　本変形例の光学系３０Ｂは、前段レンズ３１と、後段レンズ３３とを有する。前段レン
ズ３１及び後段レンズ３３は、いわゆるガリレイ型アフォーカル系を成しており、後段レ
ンズ３３は凹レンズである。このような構成を備える光照射装置１Ｂであっても、上述し
た光照射装置１Ａと同様の作用効果を奏することができる。但し、本変形例では、位相変
調面２０ａに表示されるキノフォームの位相分布の正負を反転する必要があり、また、後
段レンズ３３は凹レンズとなるので通常の対物レンズを使用することができない。なお、
本変形例において、Δｚの算出方法は上記実施形態と同様である。
【００５３】
　（第２の変形例）
図９は、上記実施形態の第２変形例として、光照射装置１Ｃの構成を示す図である。この
光照射装置１Ｃは、上記実施形態の光照射装置１Ａの構成に加えて、観察光学系４０Ａを
備えている。この観察光学系４０Ａは、照射対象物Ｂを支持するステージ５０に対して照
射対象物Ｂと同じ側に配置されている。
【００５４】
　本変形例の観察光学系４０Ａは、ビームスプリッタ４１と、画像取得用センサ４２とを
有する。ビームスプリッタ４１は、位相変調面２０ａと前段レンズ３１との間に光学的に
結合されている。ビームスプリッタ４１は、位相変調面２０ａから出射された変調光Ｌ２
を前段レンズ３１に向けて透過するとともに、後段レンズ３２及び前段レンズ３１を介し
て得られる照射対象物Ｂに関する光像Ｌ４を、画像取得用センサ４２に向けて反射する。
画像取得用センサ４２は、ビームスプリッタ４１と光学的に結合された光検出面を有し、
光像Ｌ４を撮像して画像データを生成する。前段レンズ３１から画像取得用センサ４２ま
での光学距離は、前段レンズ３１の焦点距離と略等しいか、その焦点距離に近いことが好
ましい。なお、ビームスプリッタ４１と画像取得用センサ４２との間に、リレーレンズと
いった光学系や、フィルタなどの光学部品が設けられてもよい。
【００５５】
　画像取得用センサ４２は、一次元センサ、二次元イメージセンサ、及び分光器のうちの
何れであってもよく、或いはこれらを併用してもよい。画像取得用センサ４２が一次元セ
ンサである場合には、前段レンズ３１と画像取得用センサ４２との間にピンホールを配置
し、共焦点系を構成してもよい。なお、画像取得用センサ４２は、光検出面の位置を可変
にする位置調整機構を有することが好ましい。また、画像取得用センサ４２の光検出面は
、光像Ｌ４の集光面に位置することが好ましい。
【００５６】
　（第３の変形例）
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図１０は、上記実施形態の第３変形例として、光照射装置１Ｄの構成を示す図である。こ
の光照射装置１Ｄは、上記実施形態の光照射装置１Ａの構成に加えて、観察光学系４０Ｂ
を備えている。この観察光学系４０Ｂは、照射対象物Ｂを支持するステージ５０に対して
照射対象物Ｂと同じ側に配置されている。
【００５７】
　本変形例の観察光学系４０Ｂは、第２変形例の観察光学系４０Ａの構成（ビームスプリ
ッタ４１及び画像取得用センサ４２）に加えて、結像レンズ４３を有する。結像レンズ４
３は、ビームスプリッタ４１と画像取得用センサ４２の光検出面との間に光学的に結合さ
れている。結像レンズ４３から画像取得用センサ４２までの光学距離は、結像レンズ４３
の焦点距離と略等しいか、その焦点距離に近いことが好ましい。なお、ビームスプリッタ
４１と画像取得用センサ４２との間に、リレーレンズといった光学系や、フィルタなどの
光学部品が更に設けられてもよい。また、画像取得用センサ４２の光検出面は、光像Ｌ４
の集光面に位置することが好ましい。
【００５８】
　（第４の変形例）
図１１は、上記実施形態の第４変形例として、光照射装置１Ｅの構成を示す図である。こ
の光照射装置１Ｅは、上記実施形態の光照射装置１Ａの構成に加えて、観察光学系４０Ｃ
を備えている。この観察光学系４０Ｃは、照射対象物Ｂを支持するステージ５０に対して
照射対象物Ｂとは反対側に配置されており、ステージ５０を透過した光像Ｌ４を観察する
。
【００５９】
　観察光学系４０Ｃは、結像レンズ４４と、対物レンズ４５と、画像取得用センサ４６と
を有する。結像レンズ４４は、画像取得用センサ４６の光検出面と光学的に結合されてい
る。また、対物レンズ４５は、結像レンズ４４と照射対象物Ｂとの間に配置され、一方の
面が結像レンズ４４と光学的に結合され、他方の面が照射対象物Ｂと光学的に結合されて
いる。観察光学系４０Ｃは、このような構成を有することにより、照射対象物Ｂに関する
光像Ｌ４を撮像して画像データを生成する。
【００６０】
　結像レンズ４４から画像取得用センサ４６までの光学距離は、結像レンズ４４の焦点距
離と略等しいか、その焦点距離に近いことが好ましい。なお、結像レンズ４４と画像取得
用センサ４６との間に、リレーレンズといった光学系や、フィルタなどの光学部品が設け
られてもよい。
【００６１】
　画像取得用センサ４６は、一次元センサ、二次元イメージセンサ、及び分光器のうちの
何れであってもよく、或いはこれらを併用してもよい。画像取得用センサ４６が一次元セ
ンサである場合には、結像レンズ４４と画像取得用センサ４６との間にピンホールを配置
し、共焦点系を構成してもよい。なお、画像取得用センサ４６は、光検出面の位置を可変
にする位置調整機構を有することが好ましい。また、画像取得用センサ４６の光検出面は
、光像Ｌ４の集光面に位置することが好ましい。
【００６２】
　以上、本発明に係る光照射装置の好適な実施形態について説明したが、本発明は必ずし
も上記実施形態に限られず、レーザー加工装置などの光照明装置としても用いることがで
きる。また、その要旨を逸脱しない範囲で様々な変更が可能である。
【符号の説明】
【００６３】
　１Ａ～１Ｅ…光照射装置、１０…光源、１２…前段光学系、２０…空間光変調器、２０
ａ…位相変調面、３０Ａ，３０Ｂ…（両側テレセントリック）光学系、３１…前段レンズ
、３２，３３…後段レンズ、４０…制御部、４０Ａ～４０Ｃ…観察光学系、４１…ビーム
スプリッタ、４２，４６…画像取得用センサ、４３，４４…結像レンズ、４５…対物レン
ズ、５０…ステージ、Ｂ…照射対象物、Ｆ１…ターゲット面、Ｌ１…読み出し光、Ｌ２，
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